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大会組織委員会より 
 
副会長／大会組織委員長 
高橋基樹（神戸大学） 
 
 国際開発学会の第 20 回全国大会は、かねてからご案
内しておりますように、2009 年 11 月 21 日（土）、22
日（日）に大分県別府市の立命館アジア太平洋大学にて
開催されます。 
 今回も、多くの報告希望、また企画セッションの提案
が寄せられました。合計で、29 のセッションを予定して
おります。会員の皆様の熱意に深く感謝申し上げます。
また、共通論題としては「開発研究における知識の役割
を問う」（座長：絵所秀紀会員）を予定しております。当
日は保育サービスも用意し、皆様のふるってのご参加を
お待ちしています。当日お目にかかるのを楽しみにして
おります。 
第 20 回全国大会の開催が迫る 
 
第 20 回全国大会実行委員長 
三好 皓一（立命館アジア太平洋大学） 
 
第 20 回全国大会を 2009 年 11 月 21 日（土）及び 22
日（日）に大分県別府の立命館アジア太平洋大学で開催
します。今大会は 20 回目の節目の大会です。大会では、
自由論題セッション 18、企画セッション 8、院生セッシ
ョン 3、ポスターセッションを設けております。これに
加え、共通論題シンポジウムとして第 10 回春季大会に
引き続き「開発研究における知識の役割を問う」を企画
し、また、韓国国際開発協力学会との共同セッションと
して「Emerging Donors: How to Work with Recipients 
and Traditional Donors?」を設定しました。国際開発に
かかる議論が深められればと考えております。 
 学会のホームページは、 
http://www.jasid.org/conference/next26.html です。 
逐次更新していく予定です。ご参照ください。 
また、別府は日本有数の温泉地です。この機会にぜひ
温泉も楽しんでください。多くの皆様の参加を期待して
おります。 
 
会員名簿作成担当からの 
ご報告とお願い 
          
常任理事（総務担当） 
磯田厚子（女子栄養大学） 
meibo@jasid.org 
 
『会員名簿 2009』の作成に関連して、確認葉書やメー
ルでのご協力を頂き、誠に有難うございます。誤植が無
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いよう、鋭意入稿原稿の作成作業中です。 
これに関連して 2 点ご承知おき頂きたく、ご連絡致し
ます。 
１．発行予定期日；1 月中旬（ニューズレター送付に合
わせて行なう予定）。当初 10 月中旬を予定していまし
たが、発行期日直近の新入会員を掲載できる発行時期
にあらため、総会での議決による変更も反映させるた
め、総会後に入稿することとしました。12 月中の発行
となるかもしれません。 
２．個人情報の扱い；確認葉書ないしはメールにて多く
の会員からご連絡を頂いています。一方、まだお返事
を下さっていない会員もかなりいます。これらの方々
の情報に関しては、確認葉書の際にもお伝えしたとお
り、学会事務局にお届けいただいている情報を掲載す
るものとしますので、ご了承下さい。 
 
なお、発行時期が遅れますので、確認葉書やメールは
今からお送りくださって構いません。11 月 23 日到着分
までは反映させます。どうぞ宜しくお願い申し上げます。 
 
支部・研究部会の設置申請 
の公募について 
 
           会長／企画運営委員会委員長 
西川 潤（早稲田大学） 
 
新年度（2010 年度）に支部・研究部会の新設又は継
続を希望される研究グループは、下記の要領により申請
をお願いします。研究部会は、学会員の日常的・経常的
な研究会活動を支援するために、地域やテーマ、研究領
域等を選定して設けられるものです。国際開発学会の発
展に資するとともに、国際開発研究における緊要かつ先
端的な領域にチャレンジしていただきたく、奮って応募
願います。 
記 
「2010 年度国際開発学会 支部・研究部会設置要領」 
１．支部・研究部会設置の趣旨： 
多くの会員が参加できる研究領域またはテーマで、経
常的かつオープンな研究会活動が開催できる支部・研究
部会を募集する。公募を原則とするが、理事会が必要と
認めた支部・研究部会の設置を会員に依頼することが出
来る。 
２．応募書類（Ａ4 サイズの用紙使用、形式は問わない）： 
以下の書類につき、ハードコピーを書留郵便にて会長
（本部事務局）宛てに提出する。1）研究テーマ、2）代
表者（氏名・所属・連絡先・e-mail address）、4）構成
員（15 名以上）、3）研究の概要：研究の目的、背景、特
徴、これまでの主な実績、新年度および今後に期待され
る成果（論文、研究発表等を含む）、5）研究計画（複数
年次にわたる場合、研究期間も明記する）、6）必要経費
（下記の項目 4．参照）、7）その他、審査にあたり特に
考慮してもらいたい点等。 
３．公募期間： 
2009 年 10 月 15 日～11 月 6 日（必着）とする。 
４．助成上限金額および設置件数： 
新年度の助成に関しては、1 支部・研究部会当たり助
成金額を上限 12 万円とし、設置件数については理事会
が全体の予算審議の中で決定する。 
５．必要経費の支出費目： 
以下のとおりとする。0） 事務委託経費／業務委託経費、
1）人件費・手数料、2）通信費、3）事務用品費、4）印
刷費、5）会議費、6）旅費、7）施設利用費、8）講師等
謝礼・旅費、9）その他必要と認められる費目。 
＊費目の具体例等、会計の詳細については本部事務局に
問い合わせる。 
６．選考： 
助成対象の選考及び助成額の決定は企画運営委員会、常
任理事会の審議を経て、理事会が行う。 
７．報告書等の提出および清算： 
2010 年 10 月までの活動・研究成果報書および会計報告
書及を提出する。また、助成金に残金が生じた場合は本
部に返金・清算する。期限は 2010 年 10 月 31 日まで（必
着）とする。 
８．申請書提出先・問合せ先: 
国際開発学会本部事務局（JASID-HQ） 
〒487-8501 愛知県春日井市松本町 1200 
中部大学国際関係学部 
 野田真里（事務局長）研究室気付 
Tel：0568-51-8594 Fax:0568-52-1325 
E-mail: hq@jasid.org http://www.jasid.org 
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支部・研究部会の活動報告 
 
 
関西支部 
 
支部長： 小川啓一（神戸大学） 
 
関西支部では、ロンドン大学東洋アフリカ学院
（SOAS）の Laurence Harris 教授をお招きして、第 41
回目の研究会を開催しました。概要は以下の通りです。 
＜第41回関西支部研究会＞ 
開催日：2009 年 9 月 18 日（金） 16:30‐18:00 
会 場：神戸大学大学院国際協力研究科棟 4 階プレゼ
ンテーションルーム 
テーマ：「世界的一次産品ブームの発展途上輸出国への
影響：南アフリカにおける為替レートの影響」 
発表者：Laurence Harris 氏 
（ロンドン大学東洋アフリカ学院教授） 
司 会：三重野文晴氏 
（神戸大学大学院国際協力研究科教授） 
参加者：15 名（うち会員 10 名） 
【報告の要旨】 
 2002 年から 2007 年にかけての一次産品ブームは、輸
出の大半を一次産品が占める開発途上国、特にサブサハ
ラ・アフリカの国々に大きな影響を与えた。また、一国
にとって資源輸出の増大はオランダ病を引き起こし、為
替レートの上昇、輸出競争力の低下などを引き起こした。 
1994 年の民主化以降、南アフリカ政府は米国ハーバード
大学の Dani Rodrik らを招き、マクロ的な経済政策改革
を模索していた。彼らは、貿易収支と国内の雇用安定の
ためには、競争的な為替レートの実現が必要であるとし
ていた。また同時に、中国やインドなどの新興国の台頭
による一次産品需給の変化に依り、世界経済が一次産品
のスーパーサイクル（Commodity Supercycle）に突入
することで、一次産品の輸出に大きく頼る南アフリカは
為替レートの急上昇にさらされることになり、それは輸
出品の多様化という南アフリカ政府の目標達成を遠ざけ
る要因となると考えられた。 
 民主化前後の南アフリカの経済政策に関与してきたハ
リス氏は、南アフリカにおける一次産品ブームがどのよ
うな要因によって引き起こされたのかを分析するにあた
り、 
１． 一次産品輸出価格の上昇は実質為替レートを上昇さ
せたか。 
２． 実質為替レートの急変動は実際の需給の変動に依る
ものか、それとも投機的なバブルに依るものか。 
という 2 つのリサーチクエスチョンを設定し、1 つ目の
問いに関しては、長期における南アフリカの為替レート
の決定要因を、また、2 つ目の問いに関しては、2002 年
から 2007 年までの一次産品ブームにおける実際の需給
の変動の影響と、南アフリカの通貨、ランドへの投機の
影響を分析対象とした。 
 まずハリス氏は複数の先行研究に基づき Markov 
Regime Switching エラー修正モデル（MRS-ECM）を
採用し、実質実効為替レートの対数値を被説明変数とし、
1979年から2007年までのデータをサンプルとする計量
分析を行った。その推計結果より、MRS-ECM の誤差の
変動が南アフリカを取り巻く経済構造のシフトと強く関
連していることが推測された。すなわち、一つ目の構造
シフトと考えられる 1984 年から 1987 年にかけて、南ア
フリカでは資本流入の突然の停止、債務返済の凍結、二
重の為替レートの導入などが行われており、この期間に
南アフリカの為替レートが不安定であったことが示され
た。また同様に二つ目の構造シフトと考えられる 2002
年から 2007 年は、一次産品ブームと一致する結果とな
った。 
これらに基づき、ハリス氏は冒頭に提示されたリサー
チクエスチョンに立ち返り、為替の変動の決定要因は実
際の一次産品需給の変動に依るものか、あるいは投機バ
ブルに依るものかを検証したが、氏は 2000 年から 2007
年の一次産品ブームにかけて南アフリカの経常収支が
GDP 比 8%のマイナスへ転じたことを指摘し、実質為替
レートは一次産品輸出価格の上昇から直接の影響は受け
ていないと論じた。一方で、為替レートの上昇は資本の
流入に依るものであるとし、一次産品ブームへの投資家
の期待に注目し、Blanchard-Watson の 合理的バブル
のモデルを用いて経済構造のシフトと一次産品価格に関
する期待形成の関係を検証した。また、この経済構造が
シフトする確率は時間とともに変動するのか、またその
場合にはどのように変化するのか、という点についても
分析を行った。 
 以上の分析の結果から読み取れることとして、ハリス
氏は以下のように議論をまとめた。 
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⑴ 投資家の一次産品ブームに対する期待が南アフリ
カ・ランドの実効為替レートの上昇に結びついた。 
⑵ 投資家の一次産品ブームに対する「作られた」期待
が、南アフリカ・ランドの為替レートを長期的均衡か
ら逸脱させた。 
⑶ 投資家の「期待」とはそれらは一次産品スーパーサ
イクル（すなわち実際の需給構造の変化）への期待で
はなく、一次産品への投機バブルへの期待であった。 
⑷ よって、実質為替レートの急変動は一次産品市場に
おける投機によって加速されたといえる。 
 
広島支部 
 
支部長： 池田秀雄（広島大学） 
 
広島支部では、以下の通り 2008/2009 年度第 1 回支部
研究会（シンポジウム）を開催しました。 
本シンポジウムは、カール・ウィンスロゥ教授（コペ
ンハーゲン大学）を招へいし、大学院国際協力研究科数
学教室と国際開発学会広島支部との共催で実施しました。
詳細は、下記のとおりです。 
講演者：カール・ウィンスロゥ教授 
（コペンハーゲン大学） 
タイトル：数学教授における文化人類学的アプローチと
数学教育国際研究へのその応用について 
日 時：2009 年 7 月 10 日（金）14：00－17：00 
講演内容：本シンポジウムで、講演者は数学教育におい
て第一回クライン賞を受賞した G. Brousseau と
Chevallard によるフランスの教授学の紹介とそれを
用いた日本の数学教育の分析を発表した。言語的な壁
と地理的な壁の双方で、日本ではあまり知られていな
いフランス教授学であるが、近年少しずつ耳目を引き
つつある。そのような中、国際協力研究科数学教室の
国際的な特性を生かし、本シンポジウムを開催した。
広島大学教育学研究室や長崎大学などからも参加者
を得て、活発な意見交換が行われた。 
（文責：広島大学・馬場卓也） 
また、10 月 16 日および 21 日には、以下の通り第 2
回、第 3 回支部研究会を開催いたします。 
第2回支部研究会 
日 時：10 月 16 日(金) 14:30-17:30 
会 場：広島修道大学・図書館ライブラリーホール 
報告者 1：穴沢眞（小樽商科大学） 
タイトル：マレーシアの中小企業政策と企業育成 
報告者 2：Henry Pribadi（神戸大学・院） 
タイトル：Exploring the relationship of Industrial 
Effect and Firm Effect:Empirical evidence of 
Indonesia Small Firm Performance 
報告者 3：Sengaloun Inmyxai（広島大学・院） 
タイトル：Firm Performance Contrast from Different 
Gender Entrepreneurs, Network, and ICT in the 
Lao MSMEs 
第3回支部研究会 
日 時：10 月 22 日(木) 16:20-18:00 
会 場：広島大学大学院国際協力研究科・大会議室 
報告者 1：Vilayvong Buddakham 
（ラオス青年同盟副大臣） 
タイトル：ラオスの外国直接投資政策 
（FDI Policy of Lao Government） 
報告者 2：鈴木基義（広島大学） 
タイトル：投資優遇策と地域補完型工業化戦略 
 
東海支部 
 
支部長： 穂坂光彦（日本福祉大学） 
 
国際開発学会東海支部は、アジア保健研修所（AHI）
および日本福祉大学大学院国際社会開発研究科との共催
で、デイビッド・ワーナー氏を迎え、講演と討論の会「人
びとの手に健康を」を開催します（一般公開）。ワーナー
氏は 80 以上の言語に訳された名著”Where There is No 
Doctor”（非営利公開版翻訳「医者のいないところで」
http://wndoc.hp.infoseek.co.jp/）の著者として世界中の
僻地で働く多くの保健ボランティアを支え、ま
た”Questioning the Solution”（邦訳『いのち・開発・
NGO』新評論）では市場主義下でのプライマリヘルスケ
アの変質を鋭く指摘しました。この企画では、氏の歩み
を振り返りながら地域保健の現状と展望を議論します。 
・日 時：11 月 1 日（日）13:30-16:30 
・会 場：日本福祉大学名古屋キャンパス 
（名古屋市中区千代田 5-22-35）北館 8 階 
JR中央線または地下鉄鶴舞線鶴舞駅より徒歩3分地
図：http://www.n-fukushi.ac.jp/top_menu/access.htm 
・プログラム：講演と討論「人びとの手に健康を」 
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 講 演（デイビッド・ワーナー氏） 
第１部「保健と人権：すべての人が健康に暮らせる社
会の実現を阻むもの」 
第２部「『医者のいないところで』以降の 30 余年を振
り返って」 
討論者（坂本真理子氏・愛知医科大学看護学部） 
「コメント：日本の地域保健活動の視点から」 
会場討論 
「新たな可能性はどこに」 
・逐次通訳あり 
・会 費 無料 
・問い合わせ・申し込み先：アジア保健研修所（AHI）
（担当：林かぐみ） 
Tel: 0561-73-1950 ; e-mail: info@ahi-japan.jp 
国際開発学会東海支部事務局 
（JASID-Tokai Secretariat）連絡先 
E-mail: jasidtokai@yahoo.co.jp 
（支部事務局長:伊藤かおり） 
Web site: 
http://www.gsid.nagoya-u.ac.jp/ito/jasid_tokai.html 
名古屋大学大学院国際開発研究科 
准教授  伊東早苗（副支部長）研究室気付 
Tel: 052-789-4977 ; Fax: 052-789-4977 
＊JASID 東海では報告者を公募しています。本支部の報
告はレフリー付きです。 
＊支部会員のかたで、メールアドレス、ご所属、ご連絡
先等変更の場合は事務局までご連絡ください。 
＊学会員の方で、東海地域に在住・在勤・在学の方は、
支部会員としてご登録ください。登録を希望する方は、
事務局までご連絡ください。東海支部の会費は無料で
す。ＭＬでの情報提供などを行っています。 
 
「生活改善アプローチの開発 
  協力への適用」研究部会 
 （略称「生活改善」部会） 
 
主査： 柳原 透（拓殖大学） 
tyanagi@ner.takushoku-u.ac.jp 
 
本部会は、2006 年 11 月 25 日の理事会・会員総会で
設立が承認され、2007 年 11 月 24 日の理事会・会員総
会および 2008 年 11 月 22 日の理事会・会員総会で継続
が承認された。毎回、生活改善アプローチと（and/or） 開
発協力 に関心を持つ多くの方々の参加を得て、自由闊達
な情報交換、討議、交流の場を提供してきた。また、本
研究部会の運営に当たっては、実務界の関心に適切に応
えその成果が有効に活用されるよう、企画・実施・点検・
評価の全段階において実務界との密接な関係を持つこと
に努めてきた。その重要な一環として、JICA 筑波セン
ターの研修および技術協力プロジェクトに関して同時進
行での連携関係を構築することができた。2008 年 1-3
月には、それまでの活動を踏まえて検討会と研究会での
討議を通じて今後の方針の再検討を行い、以下のような
方針についての大筋においての合意を得た。 
「生活改善アプローチ」の明確化・再提示のために、
以下の調査研究を行う。 
A．文献調査（「生活改善アプローチ」関連文書） 
「生活改善アプローチ」関連の文書（研究会議事録な
どを含む）に反映されている多様な問題関心を再確認し、
開発協力への適用の視点から比較検討し評価する。 
B．比較研究（他のアプローチの比較） 
Livelihood Approach、FAO の SPFS （食糧安全保障
特別プログラム）、工場改善など、他の（開発）アプロー
チとの比較により「生活改善アプローチ」の特徴付けを
行い、その独自の意義を明確にする。 
C．事例研究 
JICA の技術協力プロジェクト（PAPROSOC 等）・研
修・協力隊事業などでの「生活改善アプローチ」の適用
事例の検討を行うことにより、その意義と成果そして適
用に際しての実際上の課題について確認する。 
D．総合 
A～C の結果を総合することにより「生活改善アプロ
ーチ」の明確化・再提示を行う。 
前回の NL 報告後の主な活動を以下に記す。 
第21回研究会  
7 月 18 日（土）14:30 - 17:30  JICA-TIC 
報告テーマ・発表者： 
「私の生活改善研究史：その評価手法の変遷」 
   天野 寛子先生（昭和女子大学名誉教授） 
第22回、第23回研究会は、それぞれ10月10日（土）、
10 月 31 日（土） 14:30 - 17:30 に JICA-TIC で開催し、
上記 A～D に関する報告と討議を行います。詳細につい
ては毎回学会 NL でご案内します。 
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国際環境協力研究部会 
 
主査：北脇秀敏（東洋大学） 
 
 当研究部会は開発途上国における環境衛生（上下水道、
ごみ・し尿処理）や自然環境の分野における国際協力手
法の研究を目的として活動を継続しております。ここに
最近の活動経過と今後の活動予定とを報告します。 
① 国際環境協力通信No.30（2009 年 8月号）発行 
 「バングラデシュのヒ素問題と内発的発展」「新 JICA
の環境協力」等の記事をＡ4 版 4 ページにまとめ発行し
ました。 
② 第 25回講演会開催 
 第25回の研究部会講演会は、平成21年 9月26日（土）
に東洋大学白山第二キャンパスにおいて開催されました。
今回は水道分野の国際協力に豊富な経験を持つ（社）国
際厚生事業団の菅原氏にご出講いただき、同事業団の水
道分野において果たしてきた役割を検証し、今後の水道
分野の国際協力のあるべき姿などについて意見交換を行
いました。 
○●○●○●○●○●○●○●○●○●○● 
以下の支部・研究部会からの報告はありませんでした。 
「日本の地域振興と国際協力」部会 
院生部会 
 
第 49 回理事会議事録 
 
             本部事務局長 
野田真里（中部大学） 
 
開催期間：2009 年 9 月 21 日～29 日 
方 法：メールによる持ち回り 
協議事項 
報告事項 
1. 会員の退会について 
西川会長より本部事務局にて退会届 11 名を受理した
との報告があった。理事会としてこれを了承した。 
協議事項 
1. 会員の入会について 
西川会長より、常任理事会にて入会申込書 35 名につ
き審査の結果、適正と認められたとの報告があった。理
事会にて協議の結果、全員の入会が承認された。 
 
第 90 回常任理事会の議事録 
 
本部事務局長  
野田真里（中部大学） 
 
日 時：2009 年 9 月 12 日 17:00-20:00 
場 所：法政大学 
出席者：出席者（順不同・敬称略）：西川潤会長、下村恭
民副会長、高橋基樹副会長（メモ）、山形辰史、磯田厚子、
勝間靖、鈴木紀各常任理事、野田真里事務局長・理事 
 
議事次第 
報告事項 
１．第20回全国大会の進捗状況について 
高橋副会長・大会組織委員長（メモ）より、去る 8 月
1 日（土）、開催校の立命館アジア太平洋大学にてプログ
ラム委員会が開催され、大会スケジュールの骨格、座長・
コメンテーターの候補等が固まった、との報告があった。 
２．第11回春季大会の準備状況について 
高橋副会長・大会組織委員長（メモ）より、来年 6 月
5 日、北海道大学にて大崎満農学研究科教授を大会実行
委員長とし、山下哲平会員を事務局担当者として開催す
る方向で提案したい旨、報告があった。 
３．第 20 回全国大会における韓国国際開発協力学会と 
の連携の進捗状況について 
山形国際交流委員長・常任理事より、韓国から 2 名の
報告者（Hee Jin LEE 教授、Seok Dong WANG 教授）
を招聘し、日本の報告者 1 名（志賀裕朗会員）とあわせ
て新興ドナーによる企画セッション（座長：山形）を行
う旨、報告があった。 
４．英文図書刊行事業の現状について 
西川会長より、西川、豊田、松岡、佐藤編により 20
周年記念事業としての位置付け直し作業を進めており、
残りの原稿はあと 1 本を残すのみとなった旨報告があっ
た。また山形常任理事より、出版社のパルグレイブ・マ
クミランとあらためて交渉中との報告があった。これら
の経緯を理事会で報告することとなった。 
５．学会名簿の進捗状況について 
 担当の磯田常任理事より、会員への通知、回答状況等
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につき報告があった。 
６．休会希望者の扱いについて 
野田事務局長より、会員の中で海外赴任等で休会を希
望する者があるが、定款に規定がなく、また事務処理上
も煩雑となるため、休会は認めない旨対応していると、
報告があった。 
７．20周年アーカイブ整備：過去の役員一覧について 
野田事務局長より、20 周年を期にこれまで未整備であ
った国際開発学会に関する重要な記録や資料をアーカイ
ブとして整備を進めている旨報告があり、その一環とし
て整備中の「歴代の役員一覧」（仮）について紹介があった。 
８．学会誌編集委員会からの報告 
鈴木常任理事・学会誌編集委員長より、以下の通り報
告があった。①『国際開発研究 18 巻 1 号』（1850 部）
を出版した。②投稿規程の見直しを検討中であり、投稿
規定に、論文の図表の文字換算に関する情報を追加し、
日本語と英語の投稿規程の相違を修正する。 
 
協議事項 
１．旧ニューヨーク支部問題の最終決着に向けて 
 野田事務局長より、旧 NY 支部長の米川会員と連絡を
取る事が出来、現状と問題点の分析について以下の通り
報告があった。①旧 NY 支部内部における問題により、
2008 年度は支部として会費徴収を行っておらず、本部へ
の送金も行わなかった。②旧 NY 支部ではこれまで会計
報告を本部に行っていない。ただし、支部会員の名簿は
作成しており、会費の支払い状況については把握してい
る。③NY 支部では支部会員から会費を徴収し、半額を
本部に送金、半額を支部の活動にあててきたが、現在約
2000USD の残金がある。④会費納入を巡るトラブルと
して、会費を旧 NY 支部に支払うのではなく、直接前本
部事務局に支払ったため納入記録が不明になった、NY
支部が存在しないにもかかわらず会費を小切手で送付し
た等の問題が生じた（これらについては現事務局にて対
応済み）。⑤旧 NY は、現在でも自主的に勉強会等の活
動を行っており、これまでの諸問題にかんする真摯な反
省のもとに、新年度における支部の復活を希望している。 
今後の対応につき、野田事務局長より提案があり、議
論の結果、以下の通り決定した。①旧 NY 支部問題につ
いては、今回の報告をもって「最終決着とする」。今後、
旧NY 支部に関する問題が発覚した場合はそのつど対応
する。②旧 NY 支部の復活については、他の支部・研究
部会と同様に申請をしていただき、企画運営委員会、常
任理事会にて審査のうえ理事会にて決定する。③旧 NY
支部の存続については、特例措置はとらず、昨年度に廃
止したことを確認し、復活については他の支部・研究部
会と同様に扱う。支部会員の会費納入については、学協
会サポートセンターへの支払いに一本化する。④旧 NY
支部の活動資金残金（約 2000USD）については、新年
度に NY 支部の設置が認められた段階で、新 NY 支部の
予算として委ねる。 
２．会費納入の学協会サポートセンターへの一本化につ
いて 
野田事務局長より、従来から会費納入窓口は原則とし
て学協会サポートセンターであるものの、慣例として
様々な例外措置（旧 NY 支部による徴収、本部事務局へ
の直接支払い、大会窓口での支払い等）が行われてきた
ため、結果として混乱を招き、会費納入をめぐる様々な
問題が生じているとの分析がなされた。今後の対応とし
て、会費納入の学協会サポートセンターへの一本化をは
かることが提案され、議論の結果、これを承認した。 
３．20周年記念事業について（下村副会長） 
 下村副会長・20 周年事業特別委員長より、第 4 回特別
委員会での議論について報告があり、協議の結果、以下
の通り決定した。①「2010 年全国大会イベント：20 周
年記念シンポジウム」として「グローバリゼーションの
転換期における開発協力の新しい展開」（セッション 1：
開発システムのガバナンス、セッション 2：日本の視点）
を行う。実施体制は、西川会長の統括の下に、小委員会
（勝俣委員、林委員、木全幹事）が担当する。②「若手
研 究 者 の 国 際 交 流 ・ 人 材 育 成 支 援 を 実 施 し 、
「JASID-COE」の名称で若手会員のトップレベルの研
究支援を行うこととなった（担当小委員会：野田委員、
木全幹事、大垣幹事）。③「開発研究の方法論の再検討：
フィールド調査のあり方を問い直す」をテーマとして、
学会員を対象としたアンケート調査を実施し、その結果
などを踏まえて 2010 年全国大会でセッションを開催す
ることとなった（担当小委員会：平山幹事、稲葉幹事）。 
4.「国際開発学会20年史」小委員会の設置について 
西川会長より提案があり、協議の結果、次の諸点を決
定した。①国際開発学会 20 周年にあたり、これまでの
学会の歩みを記録し、将来につなげるために記念誌を発
刊する。②小委員会は20周年記念事業委員会内に置き、
会長（西川）、副会長（下村、高橋）、事務局長（野田）
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から構成する、③内容としては、学会の歩み、歴代会長
等へのインタビューや記事、学会と開発機関や開発課題
等に関する記事および年表・歴代役員等の記録等とし、
更に理事会、関係者の意見をも徴して確定する。④日程
は本年 11 月下旬原稿依頼、2010 年 3 月末締め切り、10
月発行を目指す。⑤分量は 400 字詰め 270 枚程度で、予
算は 150 万円程度とする。 
５．大会企画セッション等における非会員の招聘等につ
いて 
高橋副会長・大会組織委員長（メモ）より以下の通り
提案があり、協議の結果、以下を決定した。①企画者（提
案者）・座長は会員でなければならない。②報告者・コメ
ンテーターも会員であることを原則とするが、学会及び
大会にとって有益である場合には、プログラム委員会で
その有益さ、必要性を審査した上で、非会員である報告
者・コメンテーターについて認めるものとする。③企画
者・座長は、非会員である報告者・コメンテーターに対
してできる限り会員となるよう働きかけるものとする。 
６．大会会計における黒字・赤字の処理について 
高橋副会長・大会組織委員長（メモ）、野田事務局長よ
り提案があり、了承された。①大会会計については本部
事務局の定める要項に従い、適切に行う、②黒字が出た
場合の収支バランスについては、学生ボランティアへの
報酬、開催校等での国際開発研究の振興に役立つ事業等、
前例に従い、大会実行委員会に処理をゆだねる。③但し、
大会とは直接関係ない使途への支出については、理事会
での了承を得る。④赤字の場合には前例がないが、支出
の内容を常任理事会で精査した上で、追加補助の可否を
検討する。 
７．大会参加費にかんする入会申込受理者の特例措置に
ついて 
野田事務局長より、「大会時に入会申込をした者につい
ては、会費納入をもって大会参加を認めるべきではない
か、との強い要望がある」とのことで例外措置について
提案があった。協議の結果、特例措置は混乱の原因とな
りかねず、大会開場時点で会員資格を有しない者につい
ては、入会申込みのいかんに関わらず、聴講料の支払い
により、大会参加を可能とする点が確認された。 
８．大会における保育サービス等の設置について 
高橋副会長・大会組織委員長（メモ）より提案があり、
協議の結果、以下の通り決定した。大会における保育サ
ービスについては育児中の会員の発表機会の確保・奨励
の点から継続の必要があり、申込があった場合に対応で
きる体制を整えるよう、大会組織委員長に要請する。 
９.「2010 年度の分科会設置・継続申請募集」について 
西川会長・企画運営委員長および野田事務局長より提
案があり、協議の結果、基本的に従来どおり公募を行う
が、以下の点について変更する旨、決定した。①公募期
間は 10 月 15 日（木）‐11 月 6 日（金、必着）とする
（詳細は、本ニューズレター及びＨＰ等掲載の「2010
年度の分科会設置・継続申請募集」を参照。②助成金額
については、一律ではなく、上限（12 万円を予定）を決
めて、申請額に応じて審議する。③予算の費目等につい
ては、学会全体の会計システムと整合性がとれるよう本
部事務局が全面的に見直す。④申請書および報告書の様
式や項目について本部事務局に一任し、整備する。 
10. 学会誌の編集について 
鈴木常任理事より提案があり、協議の結果、以下の通
り決定した。①『国際開発研究』19 巻 2 号（2010 年 11
月発行）において、「国際開発研究 20 年の軌跡」として、
若手研究者から研究動向のレビュー論文を公募、優秀論
文を掲載する。②英語論文の査読結果は原則として英語
行う（執筆者が日本語を解する場合を除く）。③英語論文
および日本語論文の abstract の英語については審査の
対象であり、投稿者の責任において校閲する。④学会員
に適当な査読者がいない場合に限り、非学会員に査読を
依頼し、謝金 5000 円をお支払いする。 
11. 学会名簿における返答のない会員情報の掲載等につ
いて 
担当の磯田常任理事より提案があり、協議の結果以下
の通り決定した。①返答がない会員については、再度督
促の上、返答がない場合は全ての情報を名簿に掲載する
（法的問題については、弁護士に確認済み）。②今後は入
会申込書の情報を原則として名簿に掲載する旨、入会申
込の段階で確認をとる。③諸事情に鑑み、発行を来年 1
月とし同月発行のニューズレターとあわせて送付する。 
12．入会手続きの明示化と会員資格の発効（特に大会発
表、学会誌投稿）について 
野田事務局長より、入会手続きと会員資格の発効につ
いては、従来必ずしも定款にもとづかず、慣例によって
処理がなされた例もあり、そこから様々な問題が生じて
きた、との分析がなされた。これにもとづき、前回の常
任理事会に引き続き、改めて改善提案がなされ、議論の
結果、以下の通り決定した。①入会までのプロセスは、
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1.入会申込書の提出、2.本部事務局にて事務的事項をチ
ェックした上での受理、3.常任理事会による審査、4.理
事会（持ち回りを含む）による承認をもって会員資格の
発効とする。入会プロセスは問題がない場合には 1～3
ヶ月を目安に完了する。③入会承認、本部事務局より入
会のご案内等必要書類を送付し、学協会サポートセンタ
ーより会費請求を行う。④入会申込書につき、やむを得
ない理由により正会員 2 名の推薦が得られない場合は、
履歴書・業績一覧を添付し、常任理事会にて審査のうえ、
常任理事会メンバーが推薦人となる、⑤各種会員サービ
スの享受は会員資格を有するものに限る。⑥例外措置と
して、大会発表申し込みについては、入会申込書が本部
事務局で受理されている場合に限り、受け付ける。ただ
し、大会発表時までに会員資格が発効しない場合は発表
を取り消す。⑦その他、詳細については「入会申込書」
「入会の手引き」にて定める。 
13. 定款の改定について 
磯田常任理事、西川会長、野田事務局長より、定款に
つき、現状に即さない点や前執行部からの懸案事項等改
訂を要する点について問題提起および提案がなされた。 
議論の結果、以下の通り決定した。①過去に総会、理事
会等で決議されているにもかかわらず、定款に反映され
ていない事項（顧問の廃止、総会の定足数を会員の 10
分の 1 とする等）については、あらためて次回理事会に
て確認し、総会での訂正・承認を目指す。②会務の執行
上、優先度の高い事項、例えば役員の任務・位置づけ（事
務局長等）。会費の滞納、「会務執行要領」（案）等につい
ては、出された提案をもとに練り直し、次回理事会への
提案（事前配布を予定）および総会での改訂を目指す。
③その他重要事項、例えば会の目的、役員任期、ホーム
ページ委員会（仮）等については、今後議論を深め、次々
回の総会での改訂を目指す。 
14. 過去の諸問題の再発防止の対応および「会務執行要
領」（仮）について 
野田事務局長より、前回の理事会での議論を踏まえ、
以下の通り問題提起と提案がなされた。①会務の執行に
あたり、過去においては不透明な慣例・慣習等にもとづ
くものがあり、その結果、大量の入会申込の未処理等、
本学会の信用を損ないかねない多くの問題が生じた。こ
うした諸問題の再発防止のための対応として、②会務の
執行にあたっては定款等の遵守（コンプライアンス）と
透明性（アカウンタビリティ）の高い運用に努める。③
定款については、現状に即す形で改めるべき点は改める
よう、提案を行う。④定款にない事項については過去の
総会、理事会、常任理事会等の決議を踏まえる必要があ
る。これら既存の決議について過去の「ニューズレター」
から全て洗い出し、データベース化を行った。⑤さらに、
今後については「会務執行要領」（仮）として整備し、既
存の決議および今後必要に応じて追加する決議を明文
化・データベース化し、理事会に報告するとともに、会
務執行の効率化と透明性の確保を図って行いく。 
協議の結果、これらの問題提起および提案は了承され、
⑥「会務執行要領」（案）の内容について本部事務局にて
再度精査し、常任理事会で検討した上で、次回理事会に
諮ることが決定された。 
15．2009 年度決算等の方針について 
野田事務局長より、問題点の指摘と改善の提案があり、
以下の通り了承された。①従来の方針を踏襲しつつも、
これまで整合性を欠いていた本部事務局、各委員会、支
部・研究部会、大会・春季大会の会計システムについて、
学会会計全体として統一性のあるものに改善する。②こ
れにもとづき、本部事務局で「2009 年度会計・活動報告
作成に関するガイドライン」（改訂版）を作成し、関係各
所に送付、10 月 31 日までに報告をお願いする。 
16．2010 年度予算の方針について 
野田事務局長より、問題点の指摘と改善の提案があり、
以下の通り了承された。①従来の方針を踏襲しつつも、
活動実態に応じて各委員会をベースにした予算編成に抜
本的に改める。②これまで整合性を欠いていた本部事務
局、各委員会、支部・研究部会、大会・春季大会の会計
システムについて、学会会計全体として統一性のあるも
のに改善する。③これにもとづき各委員会および本部事
務局にて新年度予算案を作成し、次回理事会に提案、総
会での承認を得る。 
17．功績のあった会員の退会にともなう処遇について 
西川会長、野田事務局長より問題提起があり、過去の
常任理事会の決議を踏襲して、常任理事会としては会
長・副会長経験者で 70 歳以上の会員を名誉会員に推薦
する旨、確認された。 
18．過去に見られた入会処理遅滞という遺憾な状況の再
発防止対策と会員へのご説明・お詫びについて 
 野田事務局長より、新理事会発足に伴う事務局引き継
ぎに際して、前事務局におい受理したて約 40 名分の入
会申込書が処理されないまま放置されていた問題につい
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て、現状と問題分析について説明があった。 
また、現事務局として再発防止のための対策として、
①コンプライアンスとアカウンタビリティを重んじる会
務の執行（議題 13 を参照）および②事務局内のコミュ
ニケーションの徹底等の取り組みが紹介され、これを了
承した。また、③本件につき、学会として、本ニューズ
レターおよび当事者の会員に対し、お詫びとともに、経
緯と対策について説明することとなった。 
19. 会員の入会について 
野田事務局長より、35 名の入会申込の受理について報 
告があり、常任理事会にて審議の結果、全員適正と認め
た。この結果をふまえて、第 49 回理事会（持ち回り）
にはかり、承認を得ることとなった。 
20. 会員の退会について 
 野田事務局長より 11 名の退会届の受理について報告
があり、これを了承した。 
21. 次回日程等 
 第 91 回常任理事会を、2009 年 11 月 20 日（金）に立
命館アジア太平洋大学にて開催する。 
 
 
 
国際開発関連の新刊書 
 ニューズレターでは、国際開発・国際協力関連の新刊書ご紹介のコーナーを 4 月と 10 月の年 2 回設けています。
BOOK Web データや大手書店、そしてアジア経済研究所図書館の新刊書案内から開発関連書をピックアップしてい
ます。コピーは、書店広告や当該書目次、上記案内等から抜いており、国際開発学会の見解を反映するものではあり
ません。紹介洩れ等、お気づきの点は、担当の中野佳裕（nakano.aube@gmail.com）までお知らせ下さい。 
 
開 発 理 論  
 
Poverty Reduction and Beyond : Development Strategies for Low-Income Countries
Shiraishi, Takashi,Yamagata, Tatsufumi,Yusuf, Shahid （eds.） 
Palgrave Macmillan，（2009 年 8 月）、価格：£60 
ミレニアム開発目標の実現を目指して ODA の増加が計られる昨今の開発援助政策。し
かし、援助額の増加だけでは貧困の実質的な削減は実現されず、より広範な構造的・制
度的問題の措定に事前に取り組むことの必要性は、多くの専門家が指摘するところであ
る。本書では、開発援助問題の専門家が、ODA の活用方法を高めるような新しい開発
援助の方向性を模索している。 
 
地球全体を幸福にする経済学―過密化する世界とグローバル・ゴール 
ジェフリー・サックス【著】野中邦子【訳】 
早川書房 （2009 年 7 月）価格：￥2,415 （税込） 
現在の放任資本主義が環境破壊、人口爆発、貧困の拡大を引き起こすのは必至だが、我々
にはまだ打つ手がある。『貧困の終焉』の著者で国連ミレニアムプロジェクトを率いる
サックスが解決策を示す。 
 
国際経済の新構図―雁行型経済発展の視点から 
池間 誠【編著】文眞堂 （2009 年 6 月） 
価格：￥3,150 （税込） 
第 1 部 雁行型経済発展論：総論 
第 2 部 雁行型経済発展の実証 
第 3 部 雁行型経済発展の新理論 
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おいしいコーヒーの経済論―「キリマンジャロ」の苦い現実 
辻村 英之【著】太田出版 （2009 年 6 月） 
価格：￥1,995 （税込） 
不公正な貿易を変えるために！コーヒーの経済研究の第一人者による画期的な業績！
コーヒー好きの人はもちろん、南北問題や農業問題、フェアトレードに関心ある方々に
も必読の一冊です。 
 
世界銀行 経済成長レポート―すべての人々に恩恵のある開発と安定成長のための戦略
成長開発委員会【編】田村勝省【訳】一灯舎（2009 年 4 月） 
価格： ￥2,625 （税込） 
1950 年以降、年平均 7%を超える成長を 25 年以上にわたって維持した国が日本など 
13 カ国あり、OECD 水準の人口は 10 億人から 45 億人となった。本書はその特徴を分
析し、新たに出てきた環境や地球資源の制約下でいかにしてこれを途上国の発展につな
げるかを示す。多数のカラー図表を用いて、戦後から現在までの世界経済の動きや今後
の見通しなどを多面的に図示している。 
 
開発援助の経済学―「共生の世界」と日本のＯＤＡ （第 4 版） 
西垣 昭・下村 恭民・辻 一人【著】 
有斐閣 （2009 年 4 月）価格：¥2,625 （税込） 
途上国支援の理念をはじめ、ＯＤＡの基本的仕組み・全体像をバランス良く記述した、
好評テキストを全面的に刷新。 
途上国のニーズの変化、国際援助社会の潮流の変化、援助の担い手の動向などの新しい
見取り図を描き直す。 
 
社 会 開 発  
 
立ち上がるベトナムの市民とＮＧＯ―ストリートチルドレンのケア活動から 
吉井 美知子【著】明石書店 （2009 年 8 月）、価格： ￥4,200 （税込） 
序章 一九九六年夏 
第 1 章 用語の位置づけ 
第 2 章 ベトナムにおけるＮＧＯの三類型 
第 3 章 ストリートチルドレン問題に取り組む政府とＮＧＯ 
第 4 章 政府からＮＧＯにかかる抑制 
第 5 章 ＮＧＯによる政府の抑制への対応 
終章 私たちにできること 
 
世界の教育改革 3 OECD 教育政策分析─特別支援教育、キャリア・ガイダンス、高等
教育ガバナンス、成人生涯学習への投資 
OECD【編著】編著 稲川英嗣、御園生純 監訳（2009 年 4 月） 
価格：¥3800（本体価格） 
教育の質的向上は、OECD 加盟各国の重要な政策的目標である。世界中で、あらゆる人々
の生涯学習の機会拡大のための大規模な教育改革が進められている。本書は、各国の豊
富な実践の検討を通じて、それらから教訓を得られる機会を提供するものである。 
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人 間 の 安 全 保 障  
 
みんぱく実践人類学シリーズ〈5〉 
グアテマラ内戦後─人間の安全保障の挑戦 
関 雄二・狐崎知己・中村雄祐【編著】 
明石書店 （2009 年 3 月）価格：￥5,250 （税込） 
第 1 部 恐怖からの自由（グアテマラにおけるジェノサイドと正義―リオ・ネグロ村の
女性と子供たちの場合；大量虐殺の記憶装置としてのミュージアム）；第 2 部 欠乏か
らの自由（ポスト・コンフリクト社会における二言語教育；ポスト・コンフリクト社会
への復興協力―研究者チームによる地方公共政策の改善研修；地域リーダーと文書管理
―ＪＩＣＡ研修におけるワークショップの試み；グアテマラにおけるアマランサス復活
の意義）；追記 ＪＩＣＡ研修―その後の展開 
 
慶應義塾大学東アジア研究所叢書 
北朝鮮と人間の安全保障 
小此木政夫・礒崎敦仁【編】 
慶應義塾大学出版会 （2009 年 3 月）価格：￥3,990 （税込） 
核開発・食糧難・脱北者問題で揺れる北朝鮮。 
その知られざる実態と人道支援など周辺国との関係を、「人間の安全保障」の観点から
分析・展望した待望の一冊。 
 
グローバリゼーションと人間の安全保障 
アマルティア・セン【著】山脇直司【解題】 加藤幹雄【訳】 
日本経団連出版 （2009 年 2 月）価格：￥1,890 （税込） 
グローバリゼーションは決して新しい現象でもなければ西洋的価値の普遍化でもない
ことを明らかにし、グローバリゼーションがもたらす果実と潜在機会のより公正で平等
な分配による、弱者の生存と尊厳を守る「人間の安全保障」（ヒューマン・セキュリテ
ィー）概念を分かりやすく説く。 
 
グローバリゼーション（市民社会論） 
 
「もうひとつの世界」への最前線―グローバリゼーションに対して立ちあがる市民たち
クリストフ・アギトン【著】増田一夫・稲葉奈々子【訳】 
現代企画室 （2009 年 5 月）価格： ￥2,625 （税込） 
第 1 部 新世界秩序（グローバリゼーションの諸段階；湾岸戦争以降の世界の再編；資
本のグローバリゼーション、グローバル革命） 
第 2 部 社会運動のグローバリゼーション（世界の新しい状況における社会運動；異議
申し立て運動が共通して直面する問題；変化しつつあるアクター：労働組合 ほか） 
結論 
 
グローバリゼーション（国際政治経済） 
NO PHOTO 立命館大学人文科学研究所研究叢書 
グローバル化と国家の変容―「グローバル化の現代‐現状と課題」〈第 1 巻〉 
中島茂樹・中谷義和【編】 
御茶の水書房 （2009 年 3 月）価格：￥5,880 （税込） 
三部構成とし、一五本の論文を収めている。 
グローバル化のなかで現代「国家」がどのような変容の過程にあるかを理論的・法制的視点
から明らかにするとともに、「グローバル化」時代の民主政という視点から「グローバル・
ガヴァナンス」をめぐる諸問題について検討し、その展望を提示することを課題としている。
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NO PHOTO 立命館大学人文科学研究所研究叢書 
グローバル化とリージョナリズム―「グローバル化の現代‐現状と課題」〈第 2 巻〉 
篠田武司・西口清勝・松下冽【編】 
御茶の水書房 （2009 年 3 月）価格： ￥5,880 （税込） 
グローバル化とリージョナリズムに関する理論、動態、現状を、歴史研究、世界システ
ム研究、地域研究、市民社会研究などの多角的な視点から研究。3 部構成 
 
アジア経済（一般） 
 
イスラム銀行とイスラム金融 
バハレーン中央銀行【著】 今平 和雄 渡辺 喜宏【訳】 
ＰＨＰ研究所 （2009 年 9 月）、価格： ￥1,575 （税込） 
注目度が高まるイスラム金融の基本がわかる。 
投機への制限があるイスラム金融は、世界的な金融危機にも傷は軽微だという。シャ
リーア（イスラム法）に基づく仕組みと現状を解説 
 
東アジアと地域経済〈2009〉 
福井県立大学【編】京都大学学術出版会（2009 年 7 月） 
価格：￥2,940 （税込） 
第 1 部 東アジア経済の諸問題 
第 2 部 福井県の雇用と東アジア 
第 3 部 福井県企業の東アジア進出―県内企業の訪問調査 
第 4 部 ワークライフバランスの取り組み―県内外の訪問調査 
 
アジア経済研究所研究双書 no.578：地域の振興 －制度構築の多様性と課題 — 
西川芳昭・吉田栄一【編】（2009 年 3 月）価格 ¥3,465（税込） 
地域興し運動では地元のイニシアチブが重要であるが、同時に外部者の関わり具合が
成否の鍵となる。外部者が積極的に関わった各地の運動で、その成果はどう現れたの
か。 
 
 
アジア経済（中国） 
 
世界の貧困撲滅へ―中国をモデルとして途上国の先進国入りに協力を 
西野久雄【著】新生出版 （2009 年 8 月）価格：￥1,890 （税込） 
第 1 章 民主主義と格差社会 
第 2 章 中国の経済発展と民主化 
第 3 章 中国の先進国への道 
第 4 章 和諧社会の建設 
第 5 章 世界の貧困撲滅へ 
第 6 章 先進国の貧困問題 
第 7 章 市場原理主義から資本原理主義へ 
第 8 章 日本経済の復活―格差社会から一億総中流社会へ 
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MINERVA 現代経済学叢書─中国経済の成長と東アジアの発展 
坂田幹男【編著】ミネルヴァ書房 （2009 年 7 月） 
価格：￥5,250 （税込） 
グローバリズムとリージョナリズムという、相反する 2 つの流れが複雑に絡み合いなが
ら、大競争時代へと突入している現下の世界経済にあって、東アジア諸国はいま、この新
たな試練の時代を生き抜く身の処し方を模索している。転換期に直面している東アジア諸
国の方向性は、はたしてどこに見出されるのであろうか。さらに、中国の「社会主義市場
経済」化によってもたらされた「歴史的中国機会」は、中国の無差別的外資導入政策から選
別的外資導入政策への一大転換に伴って、新たな局面に移行しつつある。東アジアの経済地
図を大きく塗り替えかねない中国型成長モデルの転換は、はたして可能なのであろうか。
 
現代中国企業変革の担い手―多様化する企業制度とその焦点 
苑 志佳【著】批評社 （2009 年 6 月）価格：￥2,730 （税込） 
改革開放以降の中国経済は、国有企業から国有民営型企業、私営企業など多種多様な
企業形態が、巨大企業から中小企業まで相互に関連しながら存在している。 
現代中国経済の飛躍的発展と高度成長の秘密は、これからの企業制度が進化しながら
再構築されたことにある。 
重化学工業から先端ハイテク産業をはじめ、自動車、ＩＴなど成長産業に象徴される
巨大企業の内部構造と、複雑な中国企業の組織形態、制度進化の過程を緻密に検証し、
多様なケーススタディを通して現代中国経済のメカニズムを解明する。 
NO PHOTO 慶應義塾大学産業研究所選書：中国経済の地域構造 
王 在吉吉【著】 
慶應義塾大学出版会 （2009 年 3 月）価格：￥3,360 （税込） 
産業連関表を駆使し、「改革・開放」にともなう「重点政策」の経済効果を実証的に分
析、地域別の経済実態と産業構造の特性、そして地域間の相互依存関係を克明かつ冷
徹に描写する。 
 
ラテンアメリカ経済 
 
 
シリーズ「失われた 10 年」を超えて―ラテン・アメリカの教訓〈第 3 巻〉：安心社会を
創る―ラテン・アメリカ市民社会の挑戦に学ぶ 
篠田武司・宇佐見耕一【編】 
新評論（2009 年 7 月）価格：￥2,730 （税込） 
新自由主義の負の経験を乗り越えようとする中南米の人々の多彩な取り組みに、連帯と
信頼の社会像を学び取る。本書は、新自由主義の負の経験においても、それを乗り越え
ようとする市民社会の試みにおいても先進的といえるラテン・アメリカの人々の「安心
社会」への取り組みから、日本への示唆を抽出しようとする試みである。「理論編」と
「実践編」の 2 部から構成される。 
 
「もうひとつの失われた 10 年」を超えて―原点としてのラテン・アメリカ 
佐野 誠【著】新評論 （2009 年 3 月）価格：￥3,255 （税込） 
日本や中国などアジア諸国の「ラテン・アメリカ化」のリスクに警鐘を鳴らす一冊。 
だがそれにとどまらず、ラテン・アメリカにおける“脱”新自由主義サイクルへの試行錯
誤や近年の「左傾化」のうごき、また主流の新古典派経済学に対抗する構造派やポスト・
ケインジアンの理論・政策など、一連の代案にも考察を加える。 
グローバルな視座から警醒を促す問題提起の書。 
－15－ 
環境・資源問題 
 
アジアの経済発展と環境問題―社会科学からの展望 
伊藤達雄・戒能通厚【編】 
明石書店 （2009 年 4 月）価格：￥3,675 （税込） 
アジアにおける社会科学の連携の課題と展望 
第 1 部 社会制度としての環境―社会科学からのアプローチ 
第 2 部 グローバル化時代の環境問題と社会科学 
第 3 部 国別報告要旨 
アジア社会科学研究協議会連盟（AASSREC）が、日本の社会科学がアジアの発展と環
境問題をどのように認識しているかの確認を目的に、2007 年開催の隔年総会の報告を
まとめたもの。 
 
Economic Affairs〈9〉 
地球温暖化と経済発展―持続可能な成長を考える 
宇沢弘文・細田裕子【編】 
東京大学出版会 （2009 年 3 月）価格：￥4,200 （税込） 
多発する気象変動の報告と、経済学による理論的考察から、現在の温暖化政策の問題点
を明らかにするとともに、京都会議を超えた新たな社会経済制度の設計を提言する。 
地球温暖化問題について、世界各地の気候変動を報告するとともに、主に経済学の観点
から理論的な考察を行い、持続可能な経済発展への政策を提言する。温暖化問題の解決
には、社会経済制度のよりよい設計が必要であると主張する。 
 
事務局引継ぎの際に未処理入会 
申込書が存在した問題について 
 
          会長 
西川 潤（早稲田大学） 
 
この度、新理事会発足に伴う事務局引き継ぎに際して、
前事務局が受理した約 40 名分の入会申込書が未処理の
まま留め置かれていたという、たいへん残念な問題が明
らかになりました。ご迷惑をおかけした皆様には心より
お詫び申し上げます。これらの申込書につきましては現
執行部（理事会・常任理事会・事務局）におきまして、
すでに適切に対処させていただきました。今後につきま
しては、再発防止のため、問題の所在に関する分析を行
い、以下のような対応をとることとさせていただきます。 
第 1 に、会務の執行にあたり、過去においては不透明
な慣例・慣習等にもとづくものがありましたが、今後は
会務の執行にあたっては定款の遵守（コンプライアンス）
と透明性（アカウンタビリティ）の高い運用に努めます。 
第 2 に、定款にない事項については過去の理事会、常
任理事会等の決議事項等を明文化して再整備し、これに
準拠いたします。第 3 に、よりよい会務の執行のために、
必要に応じて定款の改訂の提案や、日常の会務執行にか
んする常任理事会マニュアルを定め、ルールに則った事
務執行を図ってまいります。以上、ご報告と共に、関係
者の方々へのお詫びを申し上げ、会員の皆様のご理解と
ご協力をお願いする次第です。 
 
広報委員会より 
 
                    広報委員長 
勝間 靖（早稲田大学） 
 
 3 ヶ月ごとのニューズレターの発行も、だいぶ軌道に
乗ってきました。会員の皆さまにとって役に立つよう、
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今後も改善につとめていきたいと考えています。アイデ
アのある方は、是非ともご連絡ください。また、電子メ
ールによる毎週の情報発信も、順調に進んでいます。ま
だ登録していない会員の方で受信希望の方は、広報委員
会（news@jasid.org）までご連絡ください。同時に、配
信希望者からの情報もお待ちしています。さて、これま
で十分に手をつけることができなかったのが、ホームペ
ージです。広報委員会に新しい戦力を迎え、少しずつ良
くしていくつもりです。内容についても、建設的なご提
案をお待ちしています。 
 
入退会会員のお知らせ 
 
 本部事務局長  
野田真里（中部大学） 
 
入会（順不同・敬称略） 
（正会員―16 名） 
片岡光彦（千葉経済大学）、内田直仁（宮城大学）、
堀越洋一（国立国際医療センター国際医療協力局）、
伊藤 香純（名古屋大学）、小田原康介（JICA）、田
中孝宣（NHK）、大賀敏子（UNEP）、山田浩司（JICA）、
栗田匡相（早稲田大学）、生島靖久（国際協力機構）、
白石壮一郎（関西学院大学）、福永哲也（三菱 UFJ
リサーチ＆コンサルティング（株））、高瀬浩一（早
稲田大学）、菊地俊郎（立命館大学）、岡 通太郎（明
治大学）、前納加奈子（JICA） 
（学生会員―19 名） 
只野幸奈（横浜国立大学）、小山亜由美（東京大学大
学院）、丸岡 聡（東京大学大学院）、姫田哲平（名
古屋大学大学院）、長山悦子（東京大学大学院）、吉
岡安貴子（フェリス女学院大学大学院）、春日尚雄（亜
細亜大学大学院）、田中世紀（東京大学大学院）、渕
上浩美（法政大学大学院 政治研究科）、内田昌代（法
政大学大学院）、豊田祐輔（立命館大学大学院）、倉
田正充（東京大学大学院）、林川眞人（慶應義塾大学
大学院）、浦口ゼネベバショウ（名古屋大学大学院）、
イサム・ヤシン・モハメド（名古屋大学大学院）、山
根友美（大阪大学大学院）、板垣奈緒（杏林大学大学
院）、庄野あい子（筑波大学大学院）、金巻あゆか（東
京大学大学院） 
以上、35 名（正会員 16 名、学生会員 19 名）、第 49
回理事会にて入会承認。 
 
退会（順不同・敬称略） 
青山和佳、大西靖典、小西洋子、田中秀和、河野佐
恵子、高橋知寛、杉浦未希子、吉沢誠司、大村 奈
央、森下篤司、スティラワッタナ・ピッチ 
以上、11 名（正会員 8 名、学生会員 3 名）、第 49 回
理事会にて了承。 
 
会員数 
2009 年 9 月 30 日現在：1689 名  
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